
長崎市中期財政見通し
（平成３０年度～平成３４年度）

平成２９年１０月



１　長崎市の財政状況

　(1) 歳入

　(2) 歳出

平成29年度は、市税の増加や財産売払収入の増加が見込まれますが、繰越金の減及び土地開発基金などの基金繰入金

が減することなどから、総額は平成2８年度決算と比べ約１２億円減少する見込みです。なお、歳入全体に占める自主

財源の割合は中核市平均（平成2８年度決算）を下回っています。

公債費の増のほか、公営住宅建設事業や景観まちづくり刷新事業などの投資的経費の増はあるものの、決算剰余金に

係る財政調整基金積立金が減したことなどから、総額は平成2８年度決算に比べ約５億円減少する見込みです。なお、

歳出全体に占める義務的経費の割合は中核市平均（平成2８年度決算）を上回っています。
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【自主財源】市税、使用料及び手数料など、地方公共団体が自主的に収入できる財源のこと。

【依存財源】地方交付税、国庫支出金、県支出金など国や県の意思決定に基づき収入される財源のこと。

【義務的経費】支出のうち、義務的な性格が強い人件費、扶助費、公債費の合計。

【投資的経費】道路等の基盤整備、公共施設の建設、災害復旧など、その支出の効果が資本形成に向けられる経費。

（参考）

自主財源の

Ｈ28中核市平均

51.0％

（参考）

義務的経費の

Ｈ28中核市平均

52.8％
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２ 中期財政見通し

この中期財政見通しは、平成 2９年度の年間見込額を基礎として、国の経済財政運営と本市の景気

動向を踏まえるとともに、現行の制度や地方財政対策等を試算の前提とし、今後見込まれる増減の要

素を推計して、平成３０年度から 3４年度までの 5 年間の期間について試算を行ったものです。

今回の見通しでは、歳入において、期間中の普通交付税（臨時財政対策債を含む。）が、人口減少

などの影響はあるものの、こども関連経費や社会保障経費の需要額の増などにより、微増傾向になる

ことを見込んでいます。また、市税においても経済成長による伸びを一定織り込んでおり、期間中の

一般財源総額の安定的な確保を見込んでいます。

歳出においては、次の時代の長崎の基盤づくりにつながる未来への投資として、新市庁舎建設事業

や交流拠点施設整備事業などの大型事業を本格的に実施することによる投資的経費の増加や、臨時財

政対策債などの償還に要する公債費が増加する見込みで、歳出総額は増加する傾向となっていくこと

から、期間中については一部の年度において、基金を取崩しながらの財政運営を行うこととなります

が、基金残高については 200 億円以上を確保できる見通しとなっています。

今後も引き続き収支改善を行うことで、自律的な財政運営に努めていくこととしています。

（１）試算の前提

ア 歳 入

【一般財源】

(ｱ)市  税

・個人市民税は将来人口推計により納税義務者数を見込み、また、給与所得については長崎県の

毎月勤労統計調査所定内給与の増減率から、その他の所得については内閣府試算の名目経済成

長率等を基に一定の経済成長率を見込んで推計。

・法人市民税は法人市民税率引下げの影響及び内閣府試算の名目経済成長率等を基に一定の経済

成長率を見込んで推計。

・固定資産税は平成３０年度、３３年度の評価替えの影響を考慮して推計。

(ｲ)地方交付税及び臨時財政対策債

・普通交付税及び臨時財政対策債は、市税等の推移に連動し基準財政収入額を推計。基準財政需

要額は、地方財政計画等で示された給与費や投資的経費の見込みを反映するとともに、扶助費

及び公債費等の推移に連動し推計。また、合併算定替の段階的な縮減を考慮して推計。

【特定財源】  歳出の見込み等と連動して推計。

イ 歳 出

【義務的経費】

(ｱ)人件費 人員は現行人員とし、給与改定は見込まない。

(ｲ)扶助費 対象者数の増減等を見込んで推計。

(ｳ)公債費 既発行分に係る元利償還金に、新規発行見込み分を加えて推計。

【投資的経費】 各年度の事業費の見込みにより推計。

【その他の経費】2９年度の見込額に増減要素を反映し推計。
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（２）歳入歳出の推移

下記差引

（単位：億円）

年度

区分

注１）計数の端数調整により、表中の計、差引等が一致しない場合がある。

217 218237 230 237 235

年 度 中 の 基 金 繰 入 額

収 支 差 引 額
[ 決 算 ベ ー ス ]

基金年 度末 残高
（ 財 政 調 整 ・ 減 債 基 金 ）

年 度 中 の 基 金 積 立 額

4 8 4 8

5 535 2 11 6

▲ 4▲ 2349▲ 7

23 4

試算の前提で示した推計に基づいて推移すると、期間中は、大型事業を実施することによ

り、歳入歳出ともに全体的に高い水準で推移していくことから、一部の年度においては財政調

整のための基金を繰入れる必要が生じますが、大型事業など未来への投資を実施しつつ、２０

０億円以上の基金を維持できる見込みです。

H32 H33 H34H29 H30 H31

19

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

2,150

2,200

H29 H30 H31 H32 H33 H34

2,063

2,118 2,101

2,138
2,156

2,102

2,044

2,125
2,092

2,134

2,179

2,106

億円

歳入歳出（借換債を除く） 歳入

歳出
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(３)主な歳入の推移

① 市税

ア　市税

② 地方交付税＋臨時財政対策債

イ　地方交付税＋臨時財政対策債

③ 市債（借換債除く）

ウ　市債（借換債除く）

通常債（建設事業債等）については、新市庁舎建設事業や交流拠点施設整備事業などの大

型の建設事業と連動し、増加が見込まれます。

合併算定替の段階的縮減や人口減少の影響があるものの、こども関連経費や社会保障経費

の増のほか、臨時財政対策債や過疎対策事業債などの交付税措置を伴う公債費の償還額の増

による基準財政需要額の増の影響などから、Ｈ30年度以降、微増傾向が見込まれます。

個人市民税の増はあるものの、法人市民税率の引き下げの影響などから、市税は、緩やか

な減少傾向の見通し。
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(４)主な歳出の推移

① 人件費

ア　人件費

② 扶助費

イ　扶助費

③ 公債費（借換債を除く）

ウ　公債費（借換債除く）

借換債を除く公債費は、これまでの市債発行抑制や従前の市制100周年関連の大型事業に

係る償還が概ね終了することなどにより通常債が減少していくものの、臨時財政対策債の発

行に伴う償還分が増加することにより、増加が見込まれます。

後期高齢者療養給付費負担金や民間保育所等施設型給付費などの増はあるものの、原爆被

爆者特別援護費の逓減などにより、減少傾向となっています。

30年度の新規採用の増や32年度以降における地方公務員法改正に伴う期末手当等支給対
象の拡大による増があるものの、職員の新陳代謝による減や退職手当の減により、同水準で
の推移が見込まれます。
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-5-



④ 投資的経費

エ　投資的経費

(５)市債残高の推移

参考：市民一人当たりの市債残高（一般会計ベース）

市 債 残 高

市 民 一 人あ た り
市 債 残 高

各 年 度 末
住民基本台帳人口

566,158 569,137 2,979

平 成 27 年 度 末 平 成 28 年 度 末
増　　減　　額
（ H28 - H27 )

245,559 244,744 ▲ 815

▲ 3,703433,729 430,026

合併特例債については、発行期限である32年度をピークに33年度以降は減少する見込み

であるものの、臨時財政対策債が引き続き増加していくほか、その他の通常債についても、

33年度まで大型の建設事業の実施に伴い増加することから、市債残高総額は33年度がピー

クとなります。

なお、地方交付税の振替である臨時財政対策債については、その公債費は全額が交付税に

算入されます。

　期間中は、次の時代の長崎の基盤づくりにつながる未来への投資として実施する新市庁舎

建設事業や交流拠点施設整備事業などの大型事業と連動し、高い水準で推移していく見込み

です。

100

150

200

250

300

350

400

450

H29 H30 H31 H32 H33 H34

191
221 212 201 195 201

26
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投資的経費

大型事業

通常事業

0

500
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1,379 1,427 1,468 1,496 1,542 1,540

335 328 326 339 313 286

767 794 819 840 856 870

億円

市債残高の推移

臨時財政対策債

合併特例債

通常債

（円）

（百万円）

（人）

2,481 2,549 2,613 2,675 2,711 2,696
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402
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